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携を推進する 方法 

0 長田純夫，大河宮子 ( 福岡大 ) 

、 産学連携に対して 

産学官それぞれが 異なったイメージを 持っている。 

当事者が三者三様の 目標を掲げたのでほ 三者のべク 

トルが相殺し、 目標に達することは 出来ないのは 当 

然 であ る。 

過去にも触れているが、 前報の表 3 でも示した 

よう に、 産学連携 は産 と学が当事者で、 官は仲介者 

の役割りであ る。 その意味を含んで 産学官連携とい 

う用語 は 正しいが。 産学宮連携という 言葉が定着し 

た 今日、 " 産 と学と官が対等の 立場で連携する " と誤 

崩 される場合が 多い。 官位行政の代表 語 なので、 技 

術の専門家同士 ( 産 と学 ) に同次元で連携するので 

はない。 そこで産学連携のあ り方について 次の 3 形 

態が論理的にあ り得る。 

科学技術基本法の 成立以来、 政府の採った 方 

法 ( その証左 は TLO 法 。 知財基本法、 大学 発 

ベンチャー支援事業等 ) であ る。 

産学が協力して 目標を設定し、 対岸から相互対 

等補完して一本の 橋を架けようと う 方法。 --- 般的 

( 国語的 ) にはこのように 解釈されている。 

主観客観の雨露 

産学連携に関する 産。 学 。 宮の特長は下記のよう 

になる。 
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学 : 学術体系を整理構築し。 百科の科学の 完成に 

向けて進捗する : 要素技術の持主 

    大所高所から 客観的情勢を 把握し、 未来を洞 

察する : 戦略と事業の 立案者 

3. 産 " 学 。 

薄 : 納税の義務を 最大に果たしている 国の最大の 

スポンサー、 という 衿 侍を持ち、 学 および 官 

@2 もの申す権 利があ る。 陳情、 圧力団体的意 

見ではなく、 ノブレス オ ブリージ ヱ的 建白の 

主張をすべきであ る。 

    納税者に対する 感 ナの 意を再確認し。 対 納税 

者貢献。 即ち社会貢献に 繋がる教育、 および 

研究をより -- 層 意識すべきであ る。 

産の創造した 技術または事業をさらに 高度化す 

るとき。 またほ欠落点を 補完するときに 学が要素 

部分を支援する 方法で、 最も現実的方法であ る。 

者の使命をまず 客観的に認識し。 もし彼 

らの自己認識が 不足しているときは。 その向 

上について指導性を 発揮すべきであ る。 つま 

ye は と ヱ ax Use ぎの位置関係を 明 

にし、 公平で公正な 舵取りが責務であ る。 
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産学連携は産が 主役であ り、 学が相手役であ る。 

主役の産が自我に 目覚め、 学に連携を呼びかけ、 学 

が 応じたらそれで 何の間 もない。 現に、 個人レベ 

ル では種々の共同 発 が昔から行われている。 科基 

法の趣旨は組織的、 制度的、 システム的に 産学連携 

を推進することを 目的にしている。 

宮本来の使命 ( 全体の奉仕者 ) と特長 ( 客 

的 洞察力 ) から。 まず官が産または 学に働きか 

けるべきであ る。 学に対してほ 各種啓発活動や 

を通してこれまで 十二分に予算を 投 

入して来た。 すな む ち。 第一期 5 ケ 年でⅡ兆円、 

4 兆円。 第 3 期では 2 

定 ) の予算を投じて 常主導型の産学連携策を 進 

めて来た。 応分の成果が 上がっているか、 ほ つ 

いては各方面で 議論のあ るところであ る。 

そこで今度ほ 産に対して産学 連 

示する必要があ る。 特に、 中小企業の産学連携 

は手付かずの 状態なので、 その成果は大いに 期 

待される。 

大企業と大大学の 包括協定は自主的自助的に 

全国で進展している。 未着手の中小企業との 包 

括協定を結ぶ 戦術として。 各地域に必ず 存在す 

る中小企業家同友会。 申 

商工会議所などに 大学の利用価値を 解き。 ニー 

ズ対応の産学連携を 仕掛ける必要があ る。 包括 

協定締結にはほとんど 予算がかからないので、 

産学ともその 気になれば容易に 実行できる。 そ 

の仲介役を官が 執るべきであ る。 

．藩の勉 弓 

前報 表 1 に記したよ う に。 産 と学は互いに 有 

益なパートナーとして 見ていない。 互いの実力 

を過大または 過小評価し。 誤認。 しているのが 主 

因であ る。 

そこで各地の 中小企業団体に 産学遭 

難しくない②成果が 出る③補助金も 出る④融資 

も受け易くなる⑤学も 敷居を下げている、 など 

の 勉強会を仕掛けて 行く。 官学および大企業に 

ほ 産学連携推進部署があ るが。 中小企業 ( 団体 ) 

にはないからであ る " 

中小企業五社と 大学との包括協定はそれぞれ 

あ り得ない。 しかし。 中小企業団 

大学とのそれはあ り得る。 産から学へ。 また ほ、 

学から産へ声を 掛ける状況にない 現在。 官がそ 

の仲介を取る。 仲人口を双方に 発信し。 見合い 

をさせる役回りが 宮の便 命 にも合致する " 学か 

ら産へ。 産から学へとニーズとシーズが 連環す 

る必然性があ るので、 従来 

て、 連環協定と呼ぶことに 

大企業と大大学間で 先行している 包括協定注目的 

ではなく、 勿論、 産学連携の手段であ る。 したがっ 

て、 その後の進め 方は産がニーズと 資金を提供し、 

で応える、 という図式 は 同じであ る。 ただ 

し 、 主 企業五大学の 進め方 は 1 ハ 0 対応なので 非 な 

るのが常であ るが、 中小企業団 

間の連環協定後の 進め方は公開方式で 行 う 必要があ 

る " その理由は 

①ニーズとシーズのマッチンバを 図るのに 非 

公開方式ではこれまでの 一騎討ち型と 大差 

ない。 中小企業団体 ( 数百～数千社 ) と大 

戦 は 公開の方が効 

果が大きい。 戦時における " ランチェスタ 

一の法則 " の応用であ る。 

② " 公開すびという 暗黙のフィルターがか 

けられるので。 産学双方にいい 意味の緊張 
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感を持たらす。 

③中小企業との 組織的産学連携 は 未着手なの TL ㊤は学の知財を 産へ技術移転する 機関がであ る 

で、 各地の産学双方に 対して啓発効果を 発 が。 産のニーズを 百科の科学持主の 学へ伝える技術 対 

揮 する。 砦み軸五 za も ion, す興 ㊤ 

④公開方式は 知的 産 権 の獲得というインセ が不可欠であ る。 T が 特許使用料や 技 

ンティブにもなる。 術 移転報酬であ るのに対し、 ず R ⑪のそれは共同研究 

からであ る。 による売り上げ 増、 共同研究プロジェクトの 獲得、 技 

術相談料、 連携斡旋料など 遥かに現実的であ る。 下図 

はその概念図であ る。 
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